
　

昨年同様に東京都では、「JJJ断熱診断」の実施が補助金の対象となっています。是非、断熱改修の提案に、
ご活用ください。さて今回は、日本住宅新聞で連載中の「未踏への一歩」として寄稿した「JJJ断熱診断」の記事
第2弾を掲載します。

「IDA（イダ）通信　第20号」を配信させていただきます。
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■信頼性の向上
真の断熱・改修を求める本診断システムは、これ

まで類の無い実用性の高い診断システムとしてイノ
ベーションを図ってきた。しかし、前例がないため
疑問や風評が多く、実施する市場の理解も乏しく、
ジレンマの連続であった。しかし、確固たる信頼性
を勝ち取るため、公的な補助事業の採択が欠かせな
いとし試⾏錯誤であった。結果、2つの補助事業を
得られ、その⼀つが国⼟交通省による「⻑期優良住
宅化リフォーム推進事業」、本診断により改修前の
「U値」を正確に把握することで断熱改修・計画の
効率化、非破壊での評価が可能なため、診断⼯事を
省⼒化できローコストへと導いた。もう⼀つは「住
宅ストック維持・向上促進事業」、求められる協議
会を設⽴し、事業者らのブランド化を追究、建物の
⻑期に渡る維持管理を目的に不動産資産を高めよう
と総合的な評価システムを構築した。事業化の⼀つ
としては、北海道銀⾏がすでに４年前から本システ
ムを用いて、測定した中古住宅を対象に⾦利優遇す
る「住宅リフォームローン」を商品化している。

■ISOからJISへ

その後のJIS（日本産業規格）化は、（⼀財）建材
試験センターをはじめとする公的機関と⺠間企業に
よる委員会を設置し、様々な角度からテーマを掲げ
協議であった。例えば、①測定⽅法の内容やエビデ
ンス、②準備期間から実施・施⼯に至る諸課題の整
理とソリューション、③特にアカデミックな質疑の
対応や調整などを経て、令和4年3月25日付で制定さ
れた。改めて、「JJJ断熱診断」の意義を記しておく。
これまでの断熱性能は、新築時の設計図から割り出
した理論値で⽰すのが⼀般的である。中古住宅市場
では売買する際、その劣化状況を目視で判断するし
か術がなく、その建物の真の断熱性能は不透明で、
微妙なストレスを抱えてきた。ハード的に外壁の断
熱材は、柱間に適切に密度良く敷き詰めすることが
要求されているが、劣悪な施⼯により結露を⽣じさ
せ、また雨水の侵入・蓄積により問題が拡大させて
いる例も多い。それら⾒えないトラブル︓⽊軸材の
経年劣化により建物の耐久性を失い、資産価値を激
減させる。これらを回避するため、本システムのリ
アルな診断を採用し、芯部のチェックが欠かせず大
切である。

実建物の断熱性能をリアル診断︓JIS化へのトライ ②

JIS A 1495冊子 JIS制作時の組織図
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NEWS 最近のトピックスをお届け

2025年4月から住宅建築のルールが大きく変わります
全ての新築住宅・非住宅に対する省エネ基準の適合義務化に合わせて、これまで⼩規模⽊造住宅

にのみ許されてきた「構造審査の省略（4号特例）」が縮⼩されます。省エネと構造に関する申請
上の⼿間が大幅に増えることが確実で、①省エネ・構造の評価⽅法をどうするか︖、②社内で処理
できるか︖、③外注先をどうするか︖ 等、今から対応⽅法について検討が必要です。

■省エネ基準適合義務化

■4号特例の縮⼩

■ZEHの木造構造基準の強化

努⼒義務とされてきた⼩規模住宅が、省エネ基準への適合義務と
なります。難易度の異なる計算ルートが複数用意されています。

【基準】①外⽪性能基準︓等級4以上（予）
②1次エネルギー消費量基準︓等級4以上（予）

【評価⽅法】①標準計算ルート︓外⽪性能、1次エネ消費量
②簡易計算ルート︓⾯積計算無し、モデル建物法
③仕様ルート ︓仕様規定（部位の熱抵抗値など）

4号建築物として構造審査省略の対象とされてきた「⼀般的な⽊造
2階建て住宅」や「200㎡を超える⽊造平屋建て住宅」が、法改正に
より新2号建築物の枠組みとなります。その結果、ほとんどの住宅で
構造審査が必要となります。

重量化したZEHの構造基準が⾒直されます。評価⽅法は以下の通
りです。（表の係数は改正案）

①壁量計算①︓実態に応じて必要壁量を計算（新規設定）
②壁量計算②︓ZEH用の係数を追加（従来の計算⽅法）
③構造計算 ︓許容応⼒度計算（壁量計算を省略可）


